
例１：維持管理について権原を有することを証する書類の例 

 契約書の例（所有者（甲）が受託者（乙）に業務を委託する場合） 

 

※１  特定建築物の維持管理の業務を行っていること（維持管理業者等に実際の作業を委託する場合 

  を含む。）また、当該業務には、建築物環境衛生管理基準に従って行う当該特定建築物の維持管理 

  の全てが含まれること。 

※２  受託者が自らの判断に基づき維持管理を行うことが可能であることが明記されている必要があ

ります。 

※３  乙が特定建築物維持管理権原者として届出られている場合において、法令により乙の有する権

利（権原）が制限され、第三者が当該権利（権限）を有することとなった場合、特定建築物所有者

等は、法の規定により、１ヶ月以内に、当該者を特定建築物維持管理権原者として都道府県知事等

に届出る必要があります。 

 

なお、提出された契約書の条項や構成が、本契約書様式例と異なる場合であっても、権利・権限の変 

動が示されているか確認し、判断することとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 第○条  乙は甲に代わって、本物件に関し下記に掲げる業務を行う。 
 ・ ○○業務 
 ・ △△業務 
 ・ 維持管理に関する業務※１ 
 
 （略） 
 第△条  乙は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律に規定する維持管理について 
  権原を有する者として、特定建築物である本物件の維持管理に関し、同法の規定により課せ 
  られる義務を履行するために必要な全ての権利（権限）を有し、当該義務を履行するために 
  必要と認められる行為については、甲の承認を得ずに行うことができるものとする※２。た 
  だし、法令により当該権利（権限）を制限される場合はこの限りではない※３。 


